
（４）基礎年金国庫負担割合引上げ時の保険料（率）の取扱いを変更した場合 

 

○ 平成１１年財政再計算では、基礎年金国庫負担割合引上げ時に、厚生年金は保

険料率の引上げ幅を抑制（総報酬ベースで０．７７％）し、国民年金は保険料を引

き下げる（平成１１年度価格で３，０００円）こととした。 

○ 基準ケースでは、このような保険料（率）の引上げ幅の抑制（厚生年金）や引下げ

（国民年金）を行わないこととし、また厚生年金の保険料率は、５年ごとではなく毎

年小刻みに引き上げることとした。 

○ 実績準拠法（名目年金額下限型）により時間をかけて緩やかに給付水準を調整

する場合、仮に、厚生年金の保険料率の引上げを５年に１度とした上で、基礎年

金国庫負担引上げ時の保険料（率）の取扱いを平成１１年財政再計算に準拠す

ることとすると、給付調整期間の長さや最終的な給付水準は、基準ケースとほぼ

変わらない。 

○ 他方、このときの国民年金の最終保険料（平成１１年度価格）は、基準ケースより

１，１００円上昇し、１９，２００円となる。 

 

【計算の前提（基準ケース）】 

  ○ 厚生年金の最終保険料率 ２０％ 

  ○ 人口推計        中位推計（２０５０年の合計特殊出生率 １．３９） 

  ○ 経済前提        ケースＢ（実質賃金上昇率１．０％、実質運用利回り１．２５％） 

  ○ 国庫負担割合      次期制度改正時に安定した財源を確保し、１／２に

引上げ 

  ○ 保険料(率)の引上げ計画 

    ・引上げ頻度      毎年度 

    ・引上げペース     平成１１年財政再計算と５年間での引上げペースを

同じとする。 

 

《① 実績準拠法（名目年金額下限型）》 

保険料（率）引上げの前提 スライド調整 
番 

号 
引上げ

頻 度 

国庫負担引上げ

時の保険料（率） 

給付総額

(給付現価)

の調整割合
年金改定率

（新規裁定者）

調整期間

(終了年度)

所得代替率 

（終了年度時点） 

給付水準

調整割合

国民年金の
最終保険料
(平成 11 年度価格)

（基準ケース） 
１ 
毎年 引下げ等なし 

９％ 
 
2032 ５２％ １２％ 18,100 円

１５ ５年 引下げ等 ９％  2032 ５２％ １２％ 19,200 円

総賃金

スライド
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《③ 将来見通し平均化法（名目年金額下限型）》 

保険料（率）引上げの前提 スライド調整 
番 

号 
引上げ

頻 度 

国庫負担引上げ

時の保険料（率） 

給付総額

(給付現価)

の調整割合
年金改定率

（新規裁定者）

調整期間

(終了年度)

所得代替率 

（終了年度時点） 

給付水準

調整割合

国民年金の
最終保険料
(平成 11 年度価格)

（基準ケース） 
２ 
毎年 引下げ等なし 

９％ 
 
2023 ５３％ １０％ 18,100 円

１６ ５年 引下げ等 ９％  2023 ５３％ １１％ 19,200 円

一人当たり
賃金上昇率 
－ 労働力人口
の平均減少率

 

 

 

7,500

10,000

12,500

15,000

17,500

20,000

22,500

25,000

27,500

30,000

12(2000) 22(2010) 32(2020) 42(2030) 52(2040) 62(2050)

 13,300

国民年金の段階保険料
　－基礎年金国庫負担割合引上げ時の保険料の取扱いを変更した場合（保険料固定方式）
－（円）

　　　（注）　保険料は、全て平成１１(1999)年度価格 平成･･年度（西暦）

人口推計　　　中位推計
経済前提　　　ケースＢ
国庫負担　　　次期制度改正時１／２

(100)18,100円基準ケース
（保険料引下げなし）

～～

保険料引下げケースは、国庫負担１／２への引上げ
時に保険料を３,０００円（平成１１年度価格）引下げ。

・（　）内は、基準ケースを１００とし
　た指数である。
・［　］内は、最終保険料に到達する
　年度である。

［2012年度］

保険料引下げケース
（平成１１年財政再計算準拠） (106)19,200円［2021年度］
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（５）保険料負担を変更した場合 

 

① 保険料（率）の引上げ計画を変更した場合 

 

【計算の前提（基準ケース）】 

  ○ 厚生年金の最終保険料率 ２０％ 

  ○ 人口推計        中位推計（２０５０年の合計特殊出生率 １．３９） 

  ○ 経済前提        ケースＢ（実質賃金上昇率１．０％、実質運用利回り１．２５％） 

  ○ 国庫負担割合      次期制度改正時に安定した財源を確保し、１／２に

引上げ 

国庫負担引上げ時に厚生年金の保険料率の引上げ幅の抑制（総報酬ベースで０．７７％）

及び国民年金の保険料の引下げ（平成１１年度価格で３，０００円）は行わない。 

 

《① 実績準拠法（名目年金額下限型）》 

スライド調整 
番 

号 

保険料（率）引上

げペースの前提 

給付総額 

(給付現価)

の調整割合
年金改定率

（新規裁定者）

調整期間

(終了年度)

所得代替率 

（終了年度時点） 

給付水準 

調整割合 

国民年金の
最終保険料
(平成 11 年度価格)

１ 
（基準ケース） 
平成１１年財政再計算 
（毎年度引上げ） 

 ９％  2032 ５２％ １２％ 18,100 円

１７ 
前 倒 し 

（引上げ幅を２割増加） 
 ８％ 

総賃金

スライド
2031 ５３％ １１％ 18,200 円

１９ 
後 倒 し 

（引上げ幅を２割減少） 
１０％  2033 ５１％ １３％ 18,000 円

【給付総額（給付現価）ベースでみたときの給付の調整割合】 

○ 給付総額（給付現価）ベースでみた給付の調整割合は、厚生年金の保険料率の

引上げペースを変更して、引上げ幅を２割増加（前倒し）、２割減少（後倒し）させ

ると、基準ケースと比べてそれぞれ１％減少、２％増加する。 

【年金改定率（スライド率）の調整による給付水準の調整割合】 

《実績準拠法（名目年金額下限型）により時間をかけて緩やかに給付水準調整を行

った場合》 

○ 厚生年金の保険料率の引上げペースを早める（引上げ幅を２割増加、前倒しケ

ース）と、基準ケースと比べ、給付水準調整期間が短くなる（２０３２年→２０３１

年）とともに、最終的な給付水準が高くなる。（モデル年金でみた所得代替率

５２％→５３％） 

○ 厚生年金の保険料率の引上げペースを遅める（引上げ幅を２割減少、後倒しケ

ース）と、基準ケースと比べ、給付水準調整期間が長くなる（２０３２年→２０３３

年）とともに、最終的な給付水準が低くなる。（モデル年金でみた所得代替率

５２％→５１％） 
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《③ 将来見通し平均化法（名目年金額下限型）》 

スライド調整 
番 

号 

保険料（率）引上

げペースの前提 

給付総額 

(給付現価)

の調整割合
年金改定率

（新規裁定者）

調整期間

(終了年度)

所得代替率 

（終了年度時点） 

給付水準 

調整割合 

国民年金の
最終保険料
(平成 11 年度価格)

２ 
（基準ケース） 
平成１１年財政再計算 
（毎年度引上げ） 

 ９％ 
 
2023 ５３％ １０％ 18,100 円

１８ 
前 倒 し 

（引上げ幅を２割増加） 
 ８％  2021 ５３％ １０％ 18,200 円

２０ 
後 倒 し 

（引上げ幅を２割減少） 
１０％  2025 ５２％ １２％ 18,000 円

一人当たり
賃金上昇率 
－ 労働力人口 
の平均減少率

 

 

 

（

17.3

現在

名目金額

（万円）

２０５０年２０２５年

現役（男子）の平均手
取り年収（月額換算）
（名目額）

モデル年金額
（名目額）

保険料（率）の引上げ計画を変更した場合（保険料固定方式）
　　－マクロ経済スライド（実績準拠法（名目年金額下限型））でスライド調整する場合　

）

30.6

（26.0）

55.0

（46.7）

23.8

40.1

90.2

（59.8）

46.9

31.0

○厚生年金の保険料率の引上げペースを早める（引上げ幅を２割増加、
　前倒しケース）と、基準ケースと比べ、給付水準調整期間が短くなる
　（2032年→2031年）とともに、最終的な給付水準が高くなる（モデル
　年金でみた所得代替率52%→53%）。

○厚生年金の保険料率の引上げペースを遅める（引上げ幅を２割減少、
　後倒しケース）と、基準ケースと比べ、給付水準調整期間が長くなる
　（2032年→2033年）とともに、最終的な給付水準が低くなる（モデ　
ル年金でみた所得代替率52%→51%）。

青色･･･毎年・基準ケースの場合

13.4

（

26.6

7.6）

）（14.7

33.5
（26.３）

・

２０３２年
（毎年基準・

　調整期間終了）

※　賃金額及び年金額のカッコ内の数値は、物価
　で現在価値に割り戻したもの。 56%

所 得 代 替 率
所得代替率：59%
（モデル年金）

毎年
基準

52%

所 得 代 替 率
毎年
基準

）

13.2

（11.2

）

20.3

（13.5

夫の報酬比例年
金額（名目額）

夫婦二人の基礎
年金額（名目額）

10.4

26.0）

30.6

）

47.4

（31.4）

２０３１年

緑色･･･毎年・前倒しの場合

26.9

17.8）

）

17.3

（14.7）

（毎年前倒し・

　調整期間終了）

・
33.2

（26.3）

56%

毎年
前倒

53%

毎年
前倒

）

13.2

（11.2）

）

20.5

（13.6）

17.3

30.6

（26.0

（

２０３３年

赤色･･･毎年・後倒しの場合

（1

（14.7

33.5

（26.1）

（毎年後倒し・

　調整期間終了）

46.0

（30.5）

26.1

（17.3）

・

56%

毎年
後倒

51%

毎年
後倒

13.2

（11.2

20.0

（13.2
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② 厚生年金の最終保険料率を１８％とした場合 

 

【給付総額（給付現価）ベースでみたときの給付の調整割合】 

○ 給付総額（給付現価）ベースでみた給付調整割合は、厚生年金の最終保険料率

を１８％で固定すると１５％となる。 

【年金改定率（スライド率）の調整による給付水準の調整割合】 

《実績準拠法（名目年金額下限型）により時間をかけて緩やかに給付水準調整を行

った場合》 

○ 厚生年金の最終保険料率を１８％とすると、基準ケース（最終保険料率２０％）と

比べ、給付水準調整期間が長くなる（２０３２年→２０４３年）とともに、最終的な給

付水準が低くなる。（モデル年金でみた所得代替率５２％→４５％） 

○ なお、このときの国民年金の最終保険料率（平成１１年度価格）は、基準ケース

（厚生年金の最終保険料率２０％）と比べ、基礎年金の給付水準が低くなるため、

１，７００円低下し、１６，４００円となる。 

【計算の前提（基準ケース）】 

  ○ 人口推計        中位推計（２０５０年の合計特殊出生率 １．３９） 

  ○ 経済前提        ケースＢ（実質賃金上昇率１．０％、実質運用利回り１．２５％） 

  ○ 国庫負担割合      次期制度改正時に安定した財源を確保し、１／２に

引上げ 

国庫負担引上げ時に厚生年金の保険料率の引上げ幅の抑制（総報酬ベースで０．７７％）

及び国民年金の保険料の引下げ（平成１１年度価格で３，０００円）は行わない。 

  ○ 保険料(率)の引上げ計画 

    ・引上げ頻度      毎年度 

    ・引上げペース     平成１１年財政再計算と５年間での引上げペースを

同じとする。 

 

《① 実績準拠法（名目年金額下限型）》 

スライド調整 
番 

号 

厚生年金の 

最終保険料率

の前提 

給付総額 

(給付現価)

の調整割合
年金改定率

（新規裁定者）

調整期間

(終了年度)

所得代替率

（終了年度時点） 

給付水準 

調整割合 

国民年金の
最終保険料
(平成 11 年度価格)

１ 
（基準ケース）

２０％ 
 ９％ 

 
2032 ５２％ １２％ 18,100 円

２１ １８％ １５％  2043 ４５％ ２４％ 16,400 円

総賃金

スライド
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《③ 将来見通し平均化法（名目年金額下限型）》 

スライド調整 
番 

号 

厚生年金の 

最終保険料率

の前提 

給付総額 

(給付現価)

の調整割合
年金改定率

（新規裁定者）

調整期間

(終了年度)

所得代替率

（終了年度時点） 

給付水準 

調整割合 

国民年金の
最終保険料
(平成 11 年度価格)

２ 
（基準ケース）

２０％ 
 ９％ 

 
2023 ５３％ １０％ 18,100 円

２２ １８％ １５％  2042 ４７％ ２１％ 16,500 円

一人当たり
賃金上昇率 
－ 労働力人口
の平均減少率

 

 

17.3

現在

名目金額

（万円）

２０５０年２０２５年

現役（男子）の平均手
取り年収（月額換算）
（名目額）

モデル年金額
（名目額）

厚生年金の最終保険料率を18%とした場合（保険料固定方式）
　　－マクロ経済スライド（実績準拠法（名目年金額下限型））でスライド調整する場合　

※　賃金額及び年金額のカッコ内の数値は、物価
　で現在価値に割り戻したもの。

30.6

（26.0）

55.0

（46.7）

23.8

40.1

90.2

（59.8）

46.9

（31.0）

２０３２年

○厚生年金の最終保険料率を18%とすると、基準ケース（最終保
　険料率20%）と比べ、給付水準調整期間が長くなる（2032年　
　→2043年）とともに、最終的な給付水準が低くなる（モデル　
　年金でみた所得代替率52%→45%）。

○なお、このときの国民年金の最終保険料（平成11年度価格）は、
　厚生年金の最終保険料率20%の場合（18,100円）と比べ、基礎年
　金の給付水準が低くなるため、1,700円低下し、16,400円となる。

青色･･･最終保険料率２０％　
　　　（基準ケース）の場合

13.4

26.6

（17.6）

（14.7）

33.5

（26.3）

（２０％・

　調整期間終了）

・

52%

所得代替率

56%

所得代替率

10.4

13.2

（11.2）

20.3

（13.5）

所得代替率：59%
（モデル年金）

夫の報酬比例年
金額（名目額）

夫婦二人の基礎
年金額（名目額）

２０% ２０%

17.3

30.6

（26.0）

40.6

（26.9）

２０４３年

赤色･･･最終保険料率１８％　
　　　 の場合

23.0

（15.2）

（14.7）

36.1
（25.4）

・

（１８％・

　調整期間終了）

45%56%

13.2

（11.2）

17.6

（11.7）

１８% １８%

 

 

 

 

 

 121





《付属資料１》 

試算の計算方法の詳細 

 

１．はじめに 

○ 今回の試算では、「① 給付水準維持方式」と「② 保険料固定方式」の２通

りの試算を行っている。 

○ ①については、これまでの財政再計算と基本的に同じ手法を用い、社会経済情

勢の前提を入れ替えて計算を行ったものであり、その計算方法の詳細については、

「厚生年金・国民年金平成１１年財政再計算（平成１２年６月）」に収録されて

いるが、②については、今回、初めて行う計算であるため、その計算方法の詳細

について、ここで紹介する。 

 

２．計算の全体像 

 ○ 計算の両方式について全体像をフローチャートでまとめたのが、「図１（給付

水準維持方式）」、「図２（保険料固定方式）」である。 

 ○ この２つのフローチャートを比べると、保険料固定方式においても、はじめに、

「報酬、給付水準を維持した場合の給付費及び給付水準を維持した場合の基礎年

金拠出金」の将来推計値を算出しており、ここまでの計算過程は、給付水準維持

方式と同じである。つまり、これまでの財政再計算と同じ手法によりこれらの数

値を計算し、この計算結果を基に、「給付水準の調整割合」等の計算を行っている。 

 ○ その先の計算過程については、大きく次の３つの計算過程に分けることができ

る。 

    (1) 各年度のスライド調整率の推計部分 

    (2) 給付水準の調整割合の計算部分 

    (3) 厚生年金の保険料率を固定し、スライド調整により時間をかけて緩やか

に給付水準調整を行った場合の財政見通の作成部分 

○ ３．以降では、上記(1)～(3)のそれぞれの各計算過程に分けて、その計算の詳

細を解説する。 
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図１　　試算の全体像（給付水準維持方式）

（次ページへ）

（基礎数）

（基礎数）

被保険者データ（実績）

将来の被保険者数の推計
（制度（要素）別）

※　人口構造の変化

※　労働力率の変化

被保険者データ（実績）
受給者データ（実績）

賃金上昇率、物価上昇率の前提

給付水準を維持した場合の給付費等の推計
（制度（要素）別）

※　経済基調の変化

将来被保険者数
（制度（要素）別）

基礎率
（平成１１年財政再計算）

労働力率の見通し
(H10.10)

将来推計人口
（H14.1）

現在の制度内容
（法律等）
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（前ページより続き）

基礎年金拠出金の推計
（制度（要素）別）

被用者年金の将来報酬
（要素別）

給付水準を維持した場合
の２階部分の将来給付
費（要素別）

給付水準を維持した場合
の将来基礎年金給付費
（制度（要素）別）

給付水準を維持した場合
の将来基礎年金拠出金
（制度（要素）別）

積立金初期値（実績）
運用利回りの前提

給付水準を維持した場合の財政見通の作成
（厚生年金、国民年金別）



図２　　試算の全体像（保険料固定方式）

（次ページへ）

（基礎数）

（基礎数）

被保険者データ（実績）

将来の被保険者数の推計
（制度（要素）別）

※　人口構造の変化

※　労働力率の変化

被保険者データ（実績）
受給者データ（実績）

賃金上昇率、物価上昇率の前提

Ａ：現行の給付水準を維持した場合の給付費等の推計
（制度（要素）別）

※　経済基調の変化

将来被保険者数
（制度（要素）別）

基礎率
（平成１１年財政再計算）

労働力率の見通し
(H10.10)

将来推計人口
（H14.1）

現在の制度内容
（法律等）

 126



（前ページより続き）

Ｂ：基礎年金拠出金の推計
（制度（要素）別）

被用者年金の将来報酬
（要素別）

現行の給付水準を維持し
た場合の２階部分の将来
給付費（要素別）

Ｃ：スライド調整率の推計

現行の給付水準を維持し
た場合の将来基礎年金
給付費（制度（要素）別）

現行の給付水準を維持した
場合の将来基礎年金拠出金
（制度（要素）別）

Ｄ：給付水準の調整割合の計算

積立金初期値（実績）
運用利回りの前提

給付水準調整割合
（年度、受給者の年齢別）

Ｅ：厚生年金の保険料率を固定し、スライド調整によ
り給付水準調整を行った場合の財政見通の作成
（厚生年金、国民年金別）

厚生年金の最終保険料率
保険料（率）の引上げ計画
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３．各年度のスライド調整率の推計部分 

（１）実績準拠法 

  ① 実績準拠法の仕組み 

    実績準拠法では、スライド調整（マクロ経済スライド）の適用期間中、次の

年金改定率により、新規裁定年金、既裁定年金が改定されることとなる。 

 

実績準拠法による年金改定率（スライド率）

・ 新規裁定年金の年金改定率 

＝ 被用者の総賃金（手取りベース）の伸び率（実績値） 

   

・ 既済定年金の年金改定率 ＝ 物価（実績値）－スライド調整率（実績値）  

 

 

 

 

 

 

 つまり、実績準拠法では、一人当たり賃金（手取りベース）の伸び率の実績

と総賃金（手取りベース）の伸び率の実績に差がある場合は、この差がスライ

ド調整率となり、スライド調整率の分だけ、給付水準が調整されることとなる。 

 

  ② スライド調整率の計算 

    「各年度のスライド調整率の推計部分」では、一人当たり賃金（手取りベー

ス）と総賃金（手取りベース）の推移を推計し、スライド調整（マクロ経済ス

ライド）の適用期間中のスライド調整率が、どのような数値になるかを計算す

る。 

 

   ア 一人当たり賃金上昇率（手取りベース） 

１人当たり賃金上昇率（手取りベース）は、今後、当分の間は現役世代の

負担が大きくなることにかんがみ、平成３６（２０２４）年財政再計算期ま

では、経済前提において仮定した１人当たり賃金上昇率（税・社会保険料等

込み）から年当たり０．２％控除して設定した。 

 

   イ 被用者の総賃金（手取りベース）の伸び率の推計 

   《計算に用いるデータ》 

「給付水準を維持した場合の給付費等の推計」部分で推計された次のデ

ータを使用。 

・年度別の被用者年金の報酬総額（被用者年金計） 

   《計算方法》 

上記の「被用者年金の報酬総額」は税・社会保険料込みの報酬であるた

め。１人当たり賃金上昇率（手取りベース）の算出方法と同様の考え方か
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ら、平成３６（２０２４）年財政再計算期までは、「被用者年金の報酬総額」

の伸び率から０．２％控除して設定した。 

 

   ウ スライド調整率 

     この結果、「一人当たり賃金上昇率」と「被用者の総賃金（手取りベース）

の伸び率」の差を期間ごとの平均として示すと、表１のようになる。この差

は、労働力人口の変動率に相当するため、経済前提の変動による影響はほと

んど受けない。また、少子化の前提の変動による影響は、２０２５年頃まで

はほとんどないが、２０２５年度以降に影響が現れ、少子化の状況が改善す

る高位推計では小さくなり、少子化がさらに進行する低位推計では大きくな

る。 

実績準拠法では、スライド調整（マクロ経済スライド）が終了するまでの

間、毎年のこの差をスライド調整率として給付水準が調整されていくことと

なる。 

（表１）１人当たり賃金（手取りベース）の伸び率と総賃金（手取りベー

ス）の伸び率の差の試算上の見通し 

人口の前提 経済の前提 ～2025 年度（平均） 2026～2050年度（平均）

高位 ケースＢ ―０．３０％ ―０．９２％ 

ケースＡ ―０．３０％ ―１．１８％ 

ケースＢ ―０．３０％ ―１．１８％ 中位 

ケースＣ ―０．３０％ ―１．１８％ 

低位 ケースＢ ―０．３１％ ―１．５０％ 

 

 

（２）将来見通し平均化法 

  ① 将来見通し平均化法の仕組み 

将来見通し平均化法では、スライド調整率を２０５０年までの労働力人口の

変動率の将来見通しの平均値に基づいて設定する一定率（＝スライド調整率）

により設定し、スライド調整（マクロ経済スライド）が終了するまでの間、次

の年金改定率により、新規裁定年金、既裁定年金が改定されることとなる。 

この結果として、実績準拠法と同じように、将来見通し平均化法でも、スラ

イド調整率の分だけ、給付水準が調整されることとなる。 
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将来見通し平均化法による年金改定率（スライド率） 

・ 新規裁定年金の年金改定率 

＝ 被用者の一人当たり賃金（手取りベース）の伸び率（実績値）

－スライド調整率（将来見通しを反映） 

・ 既裁定年金の年金改定率  

＝ 物価（実績値）－スライド調整率（将来見通しを反映）   

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② スライド調整率の計算 

２００１年から２０５０年までの労働力人口の将来見通しの平均伸び率をス

ライド調整率とした。 

《計算に用いるデータ》 

   ・２００１年の労働力人口の実績 

   ・日本の将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所（平成１４年１月）） 

   ・年齢階級別労働力率の推移と見通し（労働省職業安定局（平成１０年１０月）） 

  《計算式》 

ＲＪ（２０５０）＝  Ｔ）ＲＲ（２０５０，Ｓ，Ｔ）　Ｊ（２０５０，Ｓ，
性、ＴＳ

×∑
年齢階級::

スライド調整率＝ 49
ＲＪ（２００１）

ＲＪ（２０５０）  - １ 

      ここで 

ＲＪ（Ｎ）：Ｎ年度の労働力人口 

Ｊ（Ｎ，Ｓ，Ｔ）：（Ｎ年度の性（Ｓ）、年齢階級（Ｔ）別）人口 

ＲＲ（Ｎ，Ｓ，Ｔ）：（Ｎ年度の性（Ｓ）、年齢階級（Ｔ）別）労働力率 

とする。 

（労働力率の推計値は２０２５年までしかないため、２０２６年以降の性、年齢階級別

の労働力率には変化がないものと仮定した。） 

（表２）２０５０年までの労働力人口の平均変動率の見込み 

高位推計 中位推計 低位推計 

―０．５％ ―０．６５％ ―０．８％ 
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４．給付水準の調整割合の計算 

  給付水準の調整割合の計算は、初めに、給付総額（給付現価）ベースでどれだ

けの給付の調整が必要かを計算する。次に、この調整割合から、スライド調整（マ

クロ経済スライド）による調整方法をとった場合に、スライド調整（マクロ経済

スライド）の終了年度及び終了年度時点の給付水準の調整割合等がどのようにな

るかを計算することとなる。 

（１）給付総額（給付現価）ベースの給付の調整割合 

  ① 計算に用いる数値 

    給付総額（給付現価）でみた給付の調整割合の計算は、この計算過程までに

算出した以下のデータを用いる。 

《Ａ 現行の給付水準を維持した場合の給付費等の推計部分からの出力デー

タ》 

・年度（Ｎ）及び受給者の年齢（Ｘ）別の厚生年金の２階部分の年金給付費 

（以下、ＫＹＵ（Ｎ，Ｘ）とする。） 

・年度（Ｎ）及び受給者の年齢（Ｘ）別の厚生年金の経過的国庫負担の額 

（以下、ＫＯＫＫＯ（Ｎ，Ｘ）とする。） 

・ 年度（Ｎ）別の厚生年金の総報酬額 

 （以下、Ｈ（Ｎ）とする。） 

《Ｂ 現行の給付水準を維持した場合の基礎年金拠金の推計部分からの出力デ

ータ》 

・年度（Ｎ）及び受給者の年齢（Ｘ）別の厚生年金の基礎年金拠出金額 

（以下、ＫＹＯＳ（Ｎ，Ｘ）とする。） 

・年度（Ｎ）及び受給者の年齢（Ｘ）別の厚生年金の基礎年金拠出金額に対する

国庫負担額 

 （以下、ＫＹＯＳＫＯＫＫＯ（Ｎ，Ｘ）とする。） 

（注）受給者の年齢別の厚生年金の基礎年金拠出金額とは、基礎年金受給者の

年齢別給付費に厚生年金の基礎年金拠出金按分率を乗じて算出したもの

である。 

 

② 給付水準を維持した場合の給付現価の計算 

平成１７年度以降の各年度（Ｎ）及び受給者の年齢（Ｘ）別に厚生年金の２階部

分の年金給付費及び基礎年金拠出金の合計額から国庫負担の合計額を控除する

ことにより、保険料収入又は積立金財源により負担することとなる実質的な給

付費の額を計算し、その平成１７年度初における給付現価相当額（Ｃ（Ｎ，Ｘ））を

以下の通り計算する。 
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 Ｃ（Ｎ，Ｘ）＝（ＫＹＵ（Ｎ，Ｘ）＋ＫＹＯＳ（Ｎ，Ｘ） 

－ＫＯＫＫＯ（Ｎ，Ｘ）－ＫＹＯＳＫＯＫＫＯ（Ｎ，Ｘ））×ｖ（Ｎ） 

ここで、ｖ（Ｎ）は現価率であり、平成１７年度からＮ年度までの予定運用利回

りの累積の逆数である（以下同様）。 

 

  ③ 最終的な保険料水準を固定した場合の収入現価の計算 

厚生年金の保険料率の引き上げ計画（Ｎ年度における保険料率をπ（Ｎ）とす

る。）及び平成１７年度以降の各年度（Ｎ）における厚生年金の総報酬額（Ｈ（Ｎ））

から各年度における保険料収入額を求め、その平成１７年度初における現価相

当額（Ｐ（Ｎ））を計算する。 

  Ｐ（Ｎ）＝π（Ｎ）×Ｈ（Ｎ）×ｖ（Ｎ） 

 

④ 給付総額（給付現価）の調整割合の計算 

②で求めた給付現価Ｃ（Ｎ，Ｘ）、③で求めた保険料収入現価Ｐ（Ｎ）及び平成１７

年度初の年金積立金の額（Ｖ）から、給付総額（給付現価）でみた給付の調整額

（Ｑ）を 

 

Ｑ ＝  ∑
0
2005

   
≧Ｘ
≧Ｎ

Ｃ（Ｎ，Ｘ）  －  ∑
2005

  
≧Ｎ

Ｐ（Ｎ）  －  Ｖ 

として計算し、給付総額（給付現価）の調整割合（Ｒ）を 

Ｒ ＝  Ｑ ／   ∑
0
2005

   
≧Ｘ
≧Ｎ

Ｃ（Ｎ，Ｘ）

として計算する。 

 

 

（２）スライド調整（マクロ経済スライド）による給付水準の調整 

  ① 計算に用いる数値 

・３で推計した年度別スライド調整率 

・（１）で計算した給付総額（給付現価）でみた給付の調整額 Ｑ 

・（１）で計算した年度（Ｎ）及び受給者の年齢（Ｘ）別の給付現価 Ｃ（Ｎ，Ｘ） 

 

② 現行の年金給付の改定の仕組み 

 現行の年金給付の改定は、新規裁定時において、直近の財政再計算までの

間の賃金や生活水準の変動とその後の物価の変動を反映して年金額が裁定

され、受給者が６５歳に達した直後の財政再計算において、６５歳に達する

までの間の賃金や生活水準の変動とその後の物価の変動を反映した本来の
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給付水準に改定される仕組みとなっている。なお、現行の年金給付の改定に

おいて、基礎年金は５年に１度の財政再計算期に国民生活の動向等を踏まえ

えて政策改定することとなっているが、この試算では、報酬比例部分と同様

に次式のように改定されるものとした。 

以下では、 

ＣＨ（Ｎ） ；Ｎ年度の一人当たり平均賃金／（Ｎ－１）年度の一人当たり平均賃金 

     ＣＰＩ（Ｎ） ；Ｎ年の消費者物価指数／（Ｎ－１）年の消費者物価指数 

     ＣＨＯ（Ｎ） ；Ｎ年度のスライド調整率 

                 《実績準拠法の場合》 

                   Ｎ年度の一人当たり賃金（手取りベース）の伸び率 

                   －Ｎ年度の総賃金（手取りベース）の伸び率 

      とする。 

【財政再計算年度（Ｎ年度）】 

  新規裁定年金（６５歳）＝ 前年度の新規裁定年金 

×ＣＨ（Ｎ－５）／ＣＰＩ（Ｎ－５） 

×・・・ 

×ＣＨ（Ｎ－２）／ＣＰＩ（Ｎ－２） 

×ＣＨ（Ｎ－１） 

  既裁定年金（６６歳） ＝ 各受給者の前年度の年金 

×ＣＨ（Ｎ－５）／ＣＰＩ（Ｎ－５） 

×・・・ 

×ＣＨ（Ｎ－２）／ＣＰＩ（Ｎ－２） 

×ＣＰＩ（Ｎ－１） 

・・・・ 

  既裁定年金（６９歳） ＝ 各受給者の前年度の年金 

×ＣＨ（Ｎ－５）／ＣＰＩ（Ｎ－５） 

×ＣＰＩ（Ｎ－１） 

  既裁定年金（７０歳～） ＝ 各受給者の前年度の年金 

×ＣＰＩ（Ｎ－１） 

【財政再計算年度以外の年度（Ｍ年度）】 

  新規裁定年金（６５歳）＝ 前年度の新規裁定年金 

×ＣＰＩ（Ｍ－１） 

  既裁定年金（６６歳～） ＝ 各受給者の前年度の年金 

×ＣＰＩ（Ｍ－１） 
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   ③ スライド調整（マクロ経済スライド）期間中の年金給付の改定方法 

 この試算では、現行制度のこの仕組みを踏襲しつつ、年金改定率（スライ

ド率）について所要の調整が行われるものとしており、具体的に、スライド

調整（マクロ経済スライド）期間中の年金給付の改定の仕組みを式で表すと

次のようになる。  

 

《名目年金額下限型》 

 【財政再計算年度（Ｎ年度）】 

   新規裁定年金（６５歳）＝ 前年度の新規裁定年金 

×ｍａｘ（ＣＨ（Ｎ－５）－ＣＨＯ（Ｎ－５），１） 

／ｍａｘ（ＣＰＩ（Ｎ－５）－ＣＨＯ（Ｎ－５），１） 

×・・・ 

×ｍａｘ（ＣＨ（Ｎ－２）－ＣＨＯ（Ｎ－２），１） 

／ｍａｘ（ＣＰＩ（Ｎ－２）－ＣＨＯ（Ｎ－２），１） 

×ｍａｘ（ＣＨ（Ｎ－１）－ＣＨＯ（Ｎ－１），１） 

   既裁定年金（６６歳） ＝ 各受給者の前年度の年金 

×ｍａｘ（ＣＨ（Ｎ－５）－ＣＨＯ（Ｎ－５），１） 

／ｍａｘ（ＣＰＩ（Ｎ－５）－ＣＨＯ（Ｎ－５），１） 

×・・・ 

×ｍａｘ（ＣＨ（Ｎ－２）－ＣＨＯ（Ｎ－２），１） 

／ｍａｘ（ＣＰＩ（Ｎ－２）－ＣＨＯ（Ｎ－２），１） 

×ｍａｘ（ＣＰＩ（Ｎ－１）－ＣＨＯ（Ｎ－１），１） 

・・・・ 

   既裁定年金（６９歳） ＝ 各受給者の前年度の年金 

×ｍａｘ（ＣＨ（Ｎ－５）－ＣＨＯ（Ｎ－５），１） 

／ｍａｘ（ＣＰＩ（Ｎ－５）－ＣＨＯ（Ｎ－５），１） 

×ｍａｘ（ＣＰＩ（Ｎ－１）－ＣＨＯ（Ｎ－１），１） 

既裁定年金（７０歳～） ＝ 各受給者の前年度の年金 

×ｍａｘ（ＣＰＩ（Ｎ－１）－ＣＨＯ（Ｎ－１），１） 

【財政再計算年度以外の年度（Ｍ年度）】 

   新規裁定年金（６５歳）＝ 前年度の新規裁定年金 

×ｍａｘ（ＣＰＩ（Ｍ－１）－ＣＨＯ（Ｍ－１），１） 

   既裁定年金（６６歳～） ＝ 各受給者の前年度の年金 

×ｍａｘ（ＣＰＩ（Ｍ－１）－ＣＨＯ（Ｍ－１），１） 
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《物価下限型》 

 【財政再計算年度（Ｎ年度）】 

   新規裁定年金（６５歳）＝ 前年度の新規裁定年金 

    ×ｍａｘ（ＣＨ（Ｎ－５）－ＣＨＯ（Ｎ－５），ＣＰＩ（Ｎ－５）） 

／ＣＰＩ（Ｎ－５） 

×・・・ 

×ｍａｘ（ＣＨ（Ｎ－２）－ＣＨＯ（Ｎ－２），ＣＰＩ（Ｎ－２）） 

／ＣＰＩ（Ｎ－２） 

×ｍａｘ（ＣＨ（Ｎ－１）－ＣＨＯ（Ｎ－１），ＣＰＩ（Ｎ－１）） 

既裁定年金（６６歳） ＝ 各受給者の前年度の年金 

×ｍａｘ（ＣＨ（Ｎ－５）－ＣＨＯ（Ｎ－５），ＣＰＩ（Ｎ－５）） 

／ＣＰＩ（Ｎ－５） 

×・・・ 

×ｍａｘ（ＣＨ（Ｎ－２）－ＣＨＯ（Ｎ－２），ＣＰＩ（Ｎ－２）） 

／ＣＰＩ（Ｎ－２） 

×ＣＰＩ（Ｎ－１） 

・・・・ 

   既裁定年金（６９歳） ＝ 各受給者の前年度の年金 

×ｍａｘ（ＣＨ（Ｎ－５）－ＣＨＯ（Ｎ－５），ＣＰＩ（Ｎ－５）） 

／ＣＰＩ（Ｎ－５） 

×ＣＰＩ（Ｎ－１） 

   既裁定年金（７０歳～） ＝ 各受給者の前年度の年金 

×ＣＰＩ（Ｎ－１） 

【財政再計算年度以外の年度（Ｍ年度）】 

   新規裁定年金（６５歳）＝ 前年度の新規裁定年金 

×ＣＰＩ（Ｍ－１） 

   既裁定年金（６６歳～） ＝ 各受給者の前年度の年金 

×ＣＰＩ（Ｍ－１） 

 

   ④ 年度、年齢別の調整率の計算 

     この試算では、スライド調整（マクロ経済スライド）は２００４年度の賃

金や物価の変動分より適用することとしたが、Ｋ年度の賃金や物価の変動分

までスライド調整（マクロ経済スライド）を適用した場合、２００４年度以

降の年金給付が各年度（Ｎ）、年齢（Ｘ）別に、給付水準を維持した場合と比べ、

どれだけ調整されているかを計算する。 

以下、Ｋ年度までスライド調整（マクロ経済スライド）を適用した場合の
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各年度（Ｎ）、年齢（Ｘ）別の給付現価の調整前の給付現価に対する比率をＲ（Ｋ，

Ｎ，Ｘ）、この場合の給付水準調整割合をＳ（Ｋ，Ｎ，Ｘ）とする。 

※ Ｒ（Ｋ，Ｎ，Ｘ） 

Ｋ年度までのスライド調整による給付水準調整後のＮ年度、Ｘ歳の給付現価 
      ＝ 
            給付水準調整前のＮ年度、Ｘ歳の給付現価 

       Ｓ（Ｋ，Ｎ，Ｘ）＝１－Ｒ（Ｋ，Ｎ，Ｘ） 

このＲ（Ｋ，Ｎ，Ｘ）は、スライド調整（マクロ経済スライド）適用期間中の年

金改定率を③のように設定した結果として、次のようにＫについて帰納的に

算出される。 

 

《名目年金額下限型》 

        ○ Ｋ＝２００４ の場合 

１ 

                            （Ｎ≦２００４のとき） 

 

ＣＨ（２００４）

４），１）４）－ＣＨＯ（２００ｍａｘ（ＣＨ（２００
 

Ｒ（２００４，Ｎ，Ｘ）＝     Ｎ≧２００５年度以降最初の再計算年度 

                          （＝２００９） 

かつ Ｘ≦Ｎ＋６４－２００４ のとき 

 

ＣＰＩ（２００４）

０４），１）０４）－ＣＨＯ（２０ｍａｘ（ＣＰＩ（２０
 

                            （上記以外のとき） 

        ○ Ｋ≧２００５ の場合 

Ｒ（Ｋ－１，Ｎ，Ｘ） 

                         （Ｎ≦Ｋのとき） 

 

Ｒ（Ｋ－１，Ｎ，Ｘ）×
ＣＨ（Ｋ）

ＣＨＯ（Ｋ），１）ｍａｘ（ＣＨ（Ｋ）－
 

Ｒ（Ｋ，Ｎ，Ｘ）＝     Ｎ≧（Ｋ＋１）年度以降最初の再計算年度 

かつ Ｘ≦Ｎ＋６４－Ｋ のとき 

 

Ｒ（Ｋ－１，Ｎ，Ｘ）×
ＣＰＩ（Ｋ）

－ＣＨＯ（Ｋ），１）ｍａｘ（ＣＰＩ（Ｋ）
 

                        （上記以外のとき） 
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《物価下限型》 

○ Ｋ＝２００４ の場合 

Ｒ（２００４，Ｎ，Ｘ）＝ 

ＣＨ（２００４）

４））４），ＣＰＩ（２００４）－ＣＨＯ（２００ｍａｘ（ＣＨ（２００
 

          Ｎ≧２００５年度以降最初の再計算年度 

                    （＝２００９） 

          かつ Ｘ≦Ｎ＋６４－２００４ のとき 

 

１ 

                        （上記以外のとき） 

        ○ Ｋ≧２００５ の場合 

Ｒ（Ｋ－１，Ｎ，Ｘ） 

×
ＣＨ（Ｋ）

（Ｋ））ＣＨＯ（Ｋ），ＣＰＩｍａｘ（ＣＨ（Ｋ）－
 

            Ｎ≧（Ｋ＋１）年度以降最初の財政再計算年度 

Ｒ（Ｋ，Ｎ，Ｘ）＝     かつ Ｘ≦Ｎ＋６４－Ｋ のとき 

 

Ｒ（Ｋ－１，Ｎ，Ｘ） 

                        （上記以外のとき） 

 

   ⑤ スライド調整（マクロ経済スライド）の終了年度の計算 

 スライド調整（マクロ経済スライド）は、固定した最終的な保険料水準の

安定化が図られる見通しが立つまでの期間適用されることとしている。つま

り、スライド調整（マクロ経済スライド）の適用により、給付総額（給付現

価）でみた給付の調整額が、（１）で計算した給付の調整額と一致するまで

適用することとしているものである。 

この適用期間を計算するため、Ｋ年度までスライド調整（マクロ経済スラ

イド）を適用した場合に、どれだけ給付総額（給付現価）が調整されるかを

計算する。この調整額をＳＬＩＤＥＱ（Ｋ）とすると、ＳＬＩＤＥＱ（Ｋ）は、（１）で計

算した給付現価Ｃ（Ｎ，Ｘ）及び④で計算した給付水準調整割合Ｓ（Ｋ，Ｎ，Ｘ）を

用いて次式で表される。 

 

ＳＬＩＤＥＱ（Ｋ） ＝ ∑ ×

0
2005

   
≧Ｘ
≧Ｎ

Ｓ（Ｋ，Ｎ，Ｘ）Ｃ（Ｎ，Ｘ）  
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    調整終了年度の決定は、（１）で計算される給付の調整額（Ｑ）と上式から計

算される給付の調整額（ＳＬＩＤＥＱ（Ｋ））をＫ＝２００４（２００４年度に調整

を終了する場合）より、Ｋを１ずつ増加させてながら、順次、比べていき、最

初に 

           ＳＬＩＤＥＱ（Ｋ）≧Ｑ   

   となる年度（Ｋ＝ＫＳ）をもって調整終了年度として決定した。 

    なお、スライド調整（マクロ経済スライド）の適用終了年度（ＫＳ年度）に

おいては、ＳＬＩＤＥＱ（ＫＳ）＝Ｑとなるように、ＫＳ年度のスライド調整率   

（ＣＨＯ(ＫＳ)）を設定し直し、スライド調整（マクロ経済スライド）適用期間

のスライド調整率を最終的に決定した。 

 

⑥ 給付水準調整割合等の算出  

 スライド調整（マクロ経済スライド）を適用した場合の最終的な給付水準調整

割合は、⑤で設定し直したスライド調整（マクロ経済スライド）の適用終了年度

（ＫＳ年度）のスライド調整率（ＣＨＯ（ＫＳ））を用いて、④の計算式により、Ｒ（Ｋ

Ｓ，Ｎ，Ｘ）を算出し直し、２００４年度以降の年金給付が各年度（Ｎ）、年齢（Ｘ）別

に、給付水準を維持した場合と比べ、どれだけ調整されているかを示す給付水準

調整割合Ｓ（ＫＳ，Ｎ，Ｘ）を決定した。 

   調整終了後の本来的な年金水準が実現されるのは、ＫＳ＋１年度以降最初の財政

再計算年度（Ｍ年度とする。）であるため、給付水準調整終了時点での新規裁定年

金の給付水準調整割合や所得代替率は、このＳ（ＫＳ，Ｎ，Ｘ）より、 

    ・新規裁定年金の給付調整割合（終了年度時点）＝Ｓ（ＫＳ，Ｍ，６４）      

    ・新規裁定年金の所得代替率（終了年度時点） 

＝現行の所得代替率（５９％）×Ｓ（ＫＳ，Ｍ，６４）      

  として算出している。 

 

 

 

５．厚生年金の保険料率を固定し、スライド調整により時間をかけて緩やかに給付水

準調整を行った場合の財政見通の作成 

（１）保険料固定方式の給付費等の算出 

①計算に用いるデータ 

《Ａ 現行の給付水準を維持した場合の給付費等の推計部分からの出力データ》 

・年度（Ｎ）及び年齢（Ｘ）別の制度別の２階部分の年金給付費 

：ＫＹＵ（Ｎ，Ｘ） 

・年度（Ｎ）及び年齢（Ｘ）別の制度別の経過的国庫負担の額 
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：ＫＯＫＫＯ（Ｎ、Ｘ） 

《Ｂ 現行の給付水準を維持した場合の基礎年金拠出金の推計部分からの出力

データ》 

・年度（Ｎ）及び年齢（Ｘ）別の制度別の基礎年金拠出金額：ＫＹＯ（Ｎ、Ｘ） 

・年度（Ｎ）及び年齢（Ｘ）別の制度別の基礎年金拠出金額に対する国庫負担額 

                      ：ＫＹＯＳＫＯＫＫＯ（Ｎ，Ｘ） 

《「Ｄ 給付水準の調整割合の計算からの出力データ」》 

・年度（Ｎ）及び年齢（Ｘ）別の給付水準調整率：Ｓ（ＫＳ，Ｎ，Ｘ） 

 

②計算方法 

年度、年齢別に算出された給付水準の調整割合を年度、年齢別給付費等に乗ず

ることにより各年の給付費等を算出する。 

・給付水準調整後の年度（Ｎ）及び年齢（Ｘ）の２階部分の年金給付費 

＝ＫＹＵ（Ｎ，Ｘ）×Ｓ（ＫＳ，Ｎ，Ｘ） 

・給付水準調整後の年度（Ｎ）及び年齢（Ｘ）の厚生年金の経過的国庫負担の額 

＝ＫＯＫＫＯ（Ｎ、Ｘ）×Ｓ（ＫＳ，Ｎ，Ｘ） 

・給付水準調整後の年度（Ｎ）及び年齢（Ｘ）の制度別の基礎年金拠出金額 

＝ＫＹＯ（Ｎ、Ｘ）×Ｓ（ＫＳ，Ｎ，Ｘ） 

・給付水準調整後の年度（Ｎ）及び年齢（Ｘ）の制度別の基礎年金拠出金額に対

する国庫負担額 

＝ＫＹＯＳＫＯＫＫＯ（Ｎ，Ｘ）×Ｓ（ＫＳ，Ｎ，Ｘ） 

 

 

（２）保険料固定方式の財政見通しの作成 

毎年の報酬総額（国民年金については保険料納付者数）、（１）により推計され

た給付費、基礎年金拠出金、さらに、それに応じた国庫負担額、また、積立金の

初期値や運用利回りの見通しを元に給付水準維持方式と同様に財政見通しを作

成した。 
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立

保険料率 積立金

（対総報酬） 保険料収入運用収入
差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成 (西暦) ％ 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14.29 31.3 21.4 3.3 33.0 -1.7 171.8 172.1 5.3

18 (2006) 14.64 31.9 22.0 3.1 34.1 -2.2 169.6 169.8 5.0

19 (2007) 15.00 32.5 22.6 3.0 35.1 -2.6 167.0 167.2 4.8

20 (2008) 15.35 35.1 23.3 4.7 36.2 -1.1 165.9 166.1 4.6

21 (2009) 15.70 36.2 24.1 4.8 37.4 -1.2 164.7 160.1 4.4

22 (2010) 16.06 37.8 25.0 5.3 38.5 -0.7 164.0 157.8 4.3

27 (2015) 17.83 44.5 30.4 5.2 45.3 -0.8 160.9 141.6 3.6

32 (2020) 19.60 51.7 36.4 5.3 49.4 2.2 165.5 133.3 3.3

37 (2025) 21.37 59.5 42.8 6.0 52.9 6.6 189.3 139.5 3.5

42 (2030) 23.1 67.7 48.8 7.4 57.3 10.4 235.1 156.8 3.9

52 (2040) 23.1 76.6 52.1 10.1 71.8 4.7 316.7 173.3 4.3

62 (2050) 23.1 84.7 56.5 10.8 84.3 0.4 338.4 151.9 4.0

72 (2060) 23.1 93.0 62.7 11.0 91.9 1.1 345.7 127.3 3.8

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
　　　　可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

 （注３）「11年度価格」とは、可処分所得上昇率により、平成11(1999)年度の価格に換算したものである。

≪付属資料２≫　

　厚生年金、国民年金の財政見通し

年度

基準ケース

－給付水準維持方式－

厚 生 年 金 の 財 政 見 通 し
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立

保険料率 積立金

（対総報酬） 保険料収入運用収入
差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成 (西暦) ％ 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14.35 29.4 21.5 3.3 33.0 -3.6 169.3 169.6 5.2

18 (2006) 14.73 29.9 22.1 3.1 34.1 -4.1 165.2 165.4 5.0

19 (2007) 15.12 30.5 22.8 2.9 35.1 -4.6 160.5 160.8 4.7

20 (2008) 15.50 32.9 23.5 4.5 36.2 -3.2 157.3 157.5 4.4

21 (2009) 15.88 34.0 24.4 4.5 37.4 -3.4 153.9 149.6 4.2

22 (2010) 16.27 35.4 25.3 4.9 38.5 -3.1 150.8 145.1 4.0

27 (2015) 18.19 41.5 30.9 4.4 45.3 -3.8 134.3 118.2 3.1

32 (2020) 20.11 48.1 37.3 3.9 49.4 -1.4 122.1 98.3 2.5

37 (2025) 22.03 55.4 44.1 4.0 52.9 2.5 126.5 93.2 2.3

42 (2030) 23.95 63.0 50.5 4.7 57.3 5.7 150.1 100.1 2.5

52 (2040) 26.2 75.4 59.1 6.7 71.8 3.6 211.5 115.8 2.9

62 (2050) 26.2 82.6 64.1 6.9 84.3 -1.7 216.2 97.1 2.6

72 (2060) 26.2 90.4 71.1 6.4 91.9 -1.5 199.4 73.4 2.2

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
　　　　可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

 （注３）「11年度価格」とは、可処分所得上昇率により、平成11(1999)年度の価格に換算したものである。

年度

－給付水準維持方式－

厚 生 年 金 の 財 政 見 通 し

　（参考）　基礎年金国庫負担割合の１／２への引上げを行わなかった場合
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立

保険料率 積立金

（対総報酬） 保険料収入 運用収入
差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成 (西暦) ％ 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14.29 31.3 21.4 3.3 33.0 -1.7 171.8 172.0 5.3

18 (2006) 14.64 31.9 22.0 3.1 34.2 -2.3 169.5 169.7 5.0

19 (2007) 15.00 32.5 22.6 3.0 35.3 -2.7 166.8 167.0 4.8

20 (2008) 15.35 35.1 23.3 4.7 36.3 -1.2 165.6 165.8 4.6

21 (2009) 15.70 36.2 24.1 4.8 37.5 -1.3 164.3 159.7 4.4

22 (2010) 16.06 37.8 25.0 5.2 38.6 -0.8 163.5 157.3 4.3

27 (2015) 17.83 44.3 30.4 5.1 44.4 -0.1 160.8 141.5 3.6

32 (2020) 19.60 51.4 36.4 5.4 47.7 3.8 170.9 137.6 3.5

37 (2025) 20.0 56.9 40.5 6.3 49.9 7.0 200.8 147.9 3.9

42 (2030) 20.0 60.7 42.6 7.6 51.9 8.8 241.9 161.4 4.5

52 (2040) 20.0 68.0 45.2 10.0 63.4 4.5 316.2 173.0 4.9

62 (2050) 20.0 75.2 49.0 10.9 74.4 0.9 339.8 152.6 4.6

72 (2060) 20.0 82.6 54.4 11.2 81.0 1.7 352.4 129.8 4.3

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
　　　　可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

 （注３）「11年度価格」とは、可処分所得上昇率により、平成11(1999)年度の価格に換算したものである。

－保険料固定方式（実績準拠法（名目年金額下限型））－

厚 生 年 金 の 財 政 見 通 し

基準ケース

9％　      

年度

給付総額（給付現価）の調整割合

スライド調整

調整期間（終了年度）

給付水準調整割合

所得代替率（終了年度時点）

　　　年金改定率（スライド率）の調整により時間をかけて
　　　緩やかに給付水準調整を行った場合の厚生年金の財政見通し

12％　      

52％　      

2032年度     

【 】
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立

保険料率 積立金

（対総報酬） 保険料収入 運用収入
差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成 (西暦) ％ 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14.35 29.4 21.5 3.3 33.0 -3.6 169.3 169.5 5.2

18 (2006) 14.73 30.0 22.1 3.1 34.2 -4.2 165.1 165.3 5.0

19 (2007) 15.12 30.5 22.8 2.9 35.3 -4.7 160.3 160.6 4.7

20 (2008) 15.50 32.9 23.5 4.5 36.3 -3.4 157.0 157.2 4.4

21 (2009) 15.88 34.0 24.4 4.5 37.5 -3.5 153.5 149.2 4.2

22 (2010) 16.27 35.4 25.3 4.9 38.6 -3.2 150.3 144.6 4.0

27 (2015) 18.19 41.3 30.9 4.3 44.4 -3.1 134.2 118.1 3.1

32 (2020) 20.0 47.9 37.2 4.1 47.7 0.2 127.9 103.0 2.7

37 (2025) 20.0 51.6 40.5 4.2 49.9 1.6 133.7 98.4 2.6

42 (2030) 20.0 54.3 42.6 4.6 51.9 2.4 145.0 96.7 2.7

52 (2040) 20.0 58.1 45.2 5.0 58.4 -0.4 157.2 86.0 2.7

62 (2050) 20.0 62.7 49.0 4.7 65.2 -2.5 145.1 65.2 2.3

72 (2060) 20.0 68.2 54.4 3.9 70.3 -2.2 121.6 44.8 1.8

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
　　　　可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

 （注３）「11年度価格」とは、可処分所得上昇率により、平成11(1999)年度の価格に換算したものである。

　　　年金改定率（スライド率）の調整により時間をかけて
　　　緩やかに給付水準調整を行った場合の厚生年金の財政見通し

年度

給付総額（給付現価）の調整割合

スライド調整

調整期間（終了年度）

給付水準調整割合 24％　      

厚 生 年 金 の 財 政 見 通 し

16％　      

45％　      

　（参考）　基礎年金国庫負担割合の１／２への引上げを行わなかった場合

2043年度     
所得代替率（終了年度時点）

－保険料固定方式（実績準拠法（名目年金額下限型））－

【 】
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立

保険料率 積立金

（対総報酬） 保険料収入 運用収入
差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成 (西暦) ％ 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14.29 31.3 21.4 3.3 33.0 -1.7 171.8 172.1 5.3

18 (2006) 14.64 31.9 22.0 3.1 34.1 -2.2 169.6 169.8 5.0

19 (2007) 15.00 32.5 22.6 3.0 35.1 -2.6 167.0 167.2 4.8

20 (2008) 15.35 35.1 23.3 4.7 36.2 -1.1 165.9 166.1 4.6

21 (2009) 15.70 36.2 24.1 4.8 37.3 -1.1 164.8 160.2 4.4

22 (2010) 16.06 37.7 25.0 5.3 38.2 -0.5 164.3 158.1 4.3

27 (2015) 17.83 44.2 30.4 5.3 43.1 1.0 165.5 145.7 3.8

32 (2020) 19.60 51.4 36.4 5.8 45.4 5.9 184.5 148.5 3.9

37 (2025) 20.0 57.2 40.5 7.1 47.5 9.7 227.7 167.7 4.6

42 (2030) 20.0 61.7 42.6 8.8 51.4 10.4 279.7 186.6 5.2

52 (2040) 20.0 69.6 45.2 11.5 64.3 5.3 362.1 198.2 5.5

62 (2050) 20.0 77.2 49.0 12.6 75.5 1.7 393.5 176.6 5.2

72 (2060) 20.0 84.9 54.4 13.2 82.2 2.6 414.8 152.8 5.0

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
　　　　可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

 （注３）「11年度価格」とは、可処分所得上昇率により、平成11(1999)年度の価格に換算したものである。

厚 生 年 金 の 財 政 見 通 し

9％　      

基準ケース

53％　      

2023年度     
所得代替率（終了年度時点）

－保険料固定方式（将来見通し平均化法（名目年金額下限型））－

　　　年金改定率（スライド率）の調整により時間をかけて
　　　緩やかに給付水準調整を行った場合の厚生年金の財政見通し

年度

給付総額（給付現価）の調整割合

スライド調整

調整期間（終了年度）

給付水準調整割合 10％　      

【 】
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立

保険料率 積立金

（対総報酬） 保険料収入 運用収入
差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成 (西暦) ％ 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14.35 29.4 21.5 3.3 33.0 -3.6 169.3 169.6 5.2

18 (2006) 14.73 29.9 22.1 3.1 34.1 -4.1 165.2 165.4 5.0

19 (2007) 15.12 30.5 22.8 2.9 35.1 -4.6 160.5 160.8 4.7

20 (2008) 15.50 32.9 23.5 4.5 36.2 -3.2 157.3 157.5 4.4

21 (2009) 15.88 34.0 24.4 4.5 37.3 -3.3 154.0 149.7 4.2

22 (2010) 16.27 35.4 25.3 4.9 38.2 -2.8 151.1 145.5 4.0

27 (2015) 18.19 41.3 30.9 4.5 43.1 -1.8 139.2 122.5 3.3

32 (2020) 20.0 48.0 37.2 4.5 45.4 2.6 142.5 114.7 3.1

37 (2025) 20.0 52.1 40.5 5.1 47.0 5.1 163.2 120.2 3.4

42 (2030) 20.0 55.4 42.6 6.1 49.2 6.2 193.2 128.9 3.8

52 (2040) 20.0 60.6 45.2 7.7 57.8 2.9 241.8 132.3 4.1

62 (2050) 20.0 66.3 49.0 8.2 66.5 -0.1 255.6 114.7 3.8

72 (2060) 20.0 72.7 54.4 8.2 72.4 0.3 256.2 94.3 3.5

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
　　　　可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

 （注３）「11年度価格」とは、可処分所得上昇率により、平成11(1999)年度の価格に換算したものである。

－保険料固定方式（将来見通し平均化法（名目年金額下限型））－

厚 生 年 金 の 財 政 見 通 し

16％　      

46％　      

　（参考）　基礎年金国庫負担割合の１／２への引上げを行わなかった場合

2042年度     

　　　年金改定率（スライド率）の調整により時間をかけて
　　　緩やかに給付水準調整を行った場合の厚生年金の財政見通し

年度

給付総額（給付現価）の調整割合

スライド調整

調整期間（終了年度）

給付水準調整割合

所得代替率（終了年度時点）

21％　      

【 】
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立

保険料率 積立金

（対総報酬） 保険料収入 運用収入
差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成 (西暦) ％ 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14.29 31.3 21.4 3.3 33.0 -1.7 171.8 172.1 5.3

18 (2006) 14.64 31.9 22.0 3.1 34.1 -2.2 169.6 169.8 5.0

19 (2007) 15.00 32.5 22.6 3.0 35.1 -2.6 167.0 167.2 4.8

20 (2008) 15.35 35.1 23.3 4.7 36.2 -1.1 165.9 166.1 4.6

21 (2009) 15.70 36.3 24.1 4.8 37.5 -1.3 164.6 160.0 4.4

22 (2010) 16.06 37.8 25.0 5.2 38.8 -1.0 163.6 157.5 4.2

27 (2015) 17.83 44.4 30.4 5.1 45.0 -0.7 158.6 139.6 3.5

32 (2020) 19.60 51.5 36.4 5.2 48.8 2.7 164.4 132.4 3.3

37 (2025) 20.0 56.8 40.5 5.9 51.7 5.1 186.5 137.3 3.5

42 (2030) 20.0 60.4 42.6 6.7 55.1 5.3 213.6 142.5 3.8

52 (2040) 20.0 66.1 45.2 7.8 65.4 0.7 245.5 134.4 3.7

62 (2050) 20.0 71.8 49.0 7.6 73.9 -2.1 235.8 105.9 3.2

72 (2060) 20.0 78.0 54.4 7.1 78.8 -0.8 222.2 81.8 2.8

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
　　　　可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

 （注３）「11年度価格」とは、可処分所得上昇率により、平成11(1999)年度の価格に換算したものである。

　　　年金改定率（スライド率）の調整により時間をかけて
　　　緩やかに給付水準調整を行った場合の厚生年金の財政見通し

年度

給付総額（給付現価）の調整割合

スライド調整

調整期間（終了年度）

給付水準調整割合

所得代替率（終了年度時点） 50％　      

15％　      

2036年度     

－保険料固定方式（実績準拠法（物価下限型））－

厚 生 年 金 の 財 政 見 通 し

9％　      

基準ケース

【 】
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立

保険料率 積立金

（対総報酬） 保険料収入 運用収入
差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成 (西暦) ％ 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14.29 31.3 21.4 3.3 33.0 -1.7 171.8 172.1 5.3

18 (2006) 14.64 31.9 22.0 3.1 34.1 -2.2 169.6 169.8 5.0

19 (2007) 15.00 32.5 22.6 3.0 35.1 -2.6 167.0 167.2 4.8

20 (2008) 15.35 35.1 23.3 4.7 36.2 -1.1 165.9 166.1 4.6

21 (2009) 15.70 36.2 24.1 4.8 37.5 -1.2 164.7 160.1 4.4

22 (2010) 16.06 37.8 25.0 5.3 38.6 -0.8 163.8 157.7 4.3

27 (2015) 17.83 44.3 30.4 5.1 44.5 -0.2 160.3 141.1 3.6

32 (2020) 19.60 51.4 36.4 5.4 47.8 3.6 169.6 136.6 3.5

37 (2025) 20.0 56.8 40.5 6.2 50.2 6.6 197.9 145.8 3.8

42 (2030) 20.0 60.7 42.6 7.4 53.2 7.5 234.8 156.6 4.3

52 (2040) 20.0 67.3 45.2 9.3 64.2 3.2 292.4 160.0 4.5

62 (2050) 20.0 74.0 49.0 9.8 74.0 0.1 305.9 137.3 4.1

72 (2060) 20.0 81.2 54.4 9.9 80.1 1.0 311.6 114.7 3.9

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
　　　　可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

 （注３）「11年度価格」とは、可処分所得上昇率により、平成11(1999)年度の価格に換算したものである。

年度

給付総額（給付現価）の調整割合

スライド調整

調整期間（終了年度）

給付水準調整割合

所得代替率（終了年度時点）

－保険料固定方式（将来見通し平均化法（物価下限型））－

厚 生 年 金 の 財 政 見 通 し

基準ケース

　　　年金改定率（スライド率）の調整により時間をかけて
　　　緩やかに給付水準調整を行った場合の厚生年金の財政見通し

9％　      

13％　      

51％　      

2027年度     

【 】
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立
年度 保険料月額 積立金

（11年度価格） 保険料収入 運用収入 差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成(西暦) 円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14,000 4.4   2.0   0.2   4.0   0.4   12.2   12.2   2.9

18 (2006) 14,600 4.5   2.0   0.2   4.1   0.4   12.6   12.6   3.0

19 (2007) 15,200 4.6   2.1   0.2   4.2   0.4   12.9   13.0   3.0

20 (2008) 15,800 4.9   2.1   0.4   4.3   0.6   13.5   13.6   3.0

21 (2009) 16,400 4.9   2.1   0.4   4.3   0.6   14.1   13.8   3.1

22 (2010) 17,000 5.1   2.2   0.5   4.4   0.7   14.8   14.4   3.2

27 (2015) 20,000 6.2   2.7   0.6   5.2   0.9   18.8   16.5   3.4

32 (2020) 20,500 6.9   2.9   0.7   5.8   1.0   23.6   19.0   3.9

37 (2025) 20,500 7.6   3.1   0.9   6.4   1.2   29.0   21.4   4.3

42 (2030) 20,500 8.4   3.3   1.1   7.2   1.2   34.8   23.2   4.7

52 (2040) 20,500 10.3   3.6   1.4   9.5   0.9   45.0   24.6   4.7

62 (2050) 20,500 12.0   3.8   1.6   11.3   0.6   51.7   23.2   4.5

72 (2060) 20,500 13.4   4.3   1.8   12.6   0.7   57.8   21.3   4.5

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

 （注３）「11年度価格」とは、可処分所得上昇率により、平成11(1999)年度の価格に換算したものである。

基準ケース

－給付水準維持方式－

国 民 年 金 の 財 政 見 通 し
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立
年度 保険料月額 積立金

（11年度価格） 保険料収入 運用収入 差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成(西暦) 円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14,200 3.8   2.0   0.2   4.0   -0.2   11.4   11.5   2.9

18 (2006) 15,000 4.0   2.1   0.2   4.1   -0.1   11.3   11.3   2.8

19 (2007) 15,800 4.1   2.2   0.2   4.2   -0.1   11.2   11.2   2.7

20 (2008) 16,600 4.3   2.2   0.4   4.3   0.0   11.2   11.2   2.6

21 (2009) 17,400 4.4   2.3   0.4   4.3   0.1   11.3   10.9   2.6

22 (2010) 18,200 4.5   2.4   0.4   4.4   0.1   11.4   11.1   2.6

27 (2015) 22,200 5.5   3.0   0.4   5.2   0.3   12.4   10.9   2.3

32 (2020) 26,200 6.5   3.7   0.5   5.8   0.8   14.9   12.0   2.4

37 (2025) 29,300 7.7   4.4   0.6   6.4   1.3   20.3   14.9   3.0

42 (2030) 29,300 8.5   4.7   0.8   7.1   1.4   26.8   17.9   3.6

52 (2040) 29,300 10.2   5.1   1.2   9.3   0.9   37.5   20.5   3.9

62 (2050) 29,300 11.5   5.5   1.4   11.1   0.5   42.9   19.3   3.8

72 (2060) 29,300 12.8   6.1   1.5   12.3   0.5   46.6   17.1   3.8

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

 （注３）「11年度価格」とは、可処分所得上昇率により、平成11(1999)年度の価格に換算したものである。

－給付水準維持方式－

国 民 年 金 の 財 政 見 通 し

　（参考）　基礎年金国庫負担割合の１／２への引上げを行わなかった場合
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立
年度 保険料月額 積立金

（11年度価格） 保険料収入 運用収入 差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成(西暦) 円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14,000 4.4   2.0   0.2   4.0   0.4   12.2   12.2   2.9

18 (2006) 14,600 4.5   2.0   0.2   4.1   0.4   12.5   12.6   2.9

19 (2007) 15,200 4.6   2.1   0.2   4.2   0.4   12.9   13.0   3.0

20 (2008) 15,800 4.9   2.1   0.4   4.3   0.6   13.5   13.5   3.0

21 (2009) 16,400 5.0   2.1   0.4   4.4   0.6   14.1   13.7   3.1

22 (2010) 17,000 5.1   2.2   0.5   4.4   0.7   14.8   14.3   3.2

27 (2015) 18,100 5.8   2.5   0.6   5.1   0.7   18.4   16.2   3.5

32 (2020) 18,100 6.4   2.6   0.7   5.6   0.7   21.9   17.6   3.8

37 (2025) 18,100 6.9   2.7   0.8   6.0   0.9   25.8   19.0   4.1

42 (2030) 18,100 7.5   2.9   1.0   6.5   1.0   30.3   20.2   4.5

52 (2040) 18,100 9.1   3.1   1.2   8.4   0.8   39.1   21.4   4.6

62 (2050) 18,100 10.5   3.4   1.4   10.0   0.5   44.8   20.1   4.4

72 (2060) 18,100 11.8   3.8   1.6   11.1   0.6   50.0   18.4   4.4

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

－保険料固定方式（実績準拠法（名目年金額下限型））－

国 民 年 金 の 財 政 見 通 し

基準ケース

　　　年金改定率（スライド率）の調整により時間をかけて
　　　緩やかに給付水準調整を行った場合の国民年金の財政見通し

スライド調整
調 整 期 間 （ 終 了 年 度 ） 2032年度     

給 付 水 準 調 整 割 合 12％　      

【 】
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立
年度 保険料月額 積立金

（11年度価格） 保険料収入 運用収入 差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成(西暦) 円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14,200 3.8   2.0   0.2   4.0   -0.2   11.4   11.5   2.9

18 (2006) 15,000 4.0   2.1   0.2   4.1   -0.1   11.3   11.3   2.8

19 (2007) 15,800 4.1   2.2   0.2   4.2   -0.1   11.2   11.2   2.7

20 (2008) 16,600 4.3   2.2   0.4   4.3   0.0   11.2   11.2   2.6

21 (2009) 17,400 4.4   2.3   0.4   4.3   0.1   11.3   10.9   2.6

22 (2010) 18,200 4.5   2.4   0.4   4.4   0.2   11.4   11.0   2.6

27 (2015) 22,200 5.4   3.0   0.4   5.0   0.5   12.9   11.4   2.5

32 (2020) 23,100 5.9   3.3   0.5   5.3   0.6   15.7   12.6   2.8

37 (2025) 23,100 6.4   3.5   0.6   5.6   0.8   19.0   14.0   3.2

42 (2030) 23,100 6.9   3.7   0.7   6.1   0.9   22.8   15.2   3.6

52 (2040) 23,100 8.1   4.0   0.9   7.5   0.6   29.7   16.2   3.9

62 (2050) 23,100 9.1   4.4   1.1   8.7   0.4   33.7   15.1   3.8

72 (2060) 23,100 10.1   4.8   1.2   9.7   0.4   36.6   13.5   3.7

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

－保険料固定方式（実績準拠法（名目年金額下限型））－

国 民 年 金 の 財 政 見 通 し

　　　年金改定率（スライド率）の調整により時間をかけて
　　　緩やかに給付水準調整を行った場合の国民年金の財政見通し

スライド調整
調 整 期 間 （ 終 了 年 度 ） 2043年度     

給 付 水 準 調 整 割 合 24％　      

　（参考）　基礎年金国庫負担割合の１／２への引上げを行わなかった場合

【 】
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立
年度 保険料月額 積立金

（11年度価格） 保険料収入 運用収入 差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成(西暦) 円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14,000 4.4   2.0   0.2   4.0   0.4   12.2   12.2   2.9

18 (2006) 14,600 4.5   2.0   0.2   4.1   0.4   12.6   12.6   3.0

19 (2007) 15,200 4.6   2.1   0.2   4.2   0.4   12.9   13.0   3.0

20 (2008) 15,800 4.9   2.1   0.4   4.3   0.6   13.5   13.6   3.0

21 (2009) 16,400 4.9   2.1   0.4   4.3   0.6   14.2   13.8   3.1

22 (2010) 17,000 5.1   2.2   0.5   4.4   0.7   14.9   14.3   3.2

27 (2015) 18,100 5.8   2.5   0.6   5.0   0.8   18.7   16.5   3.6

32 (2020) 18,100 6.2   2.6   0.7   5.4   0.9   22.7   18.3   4.1

37 (2025) 18,100 6.8   2.7   0.9   5.8   1.1   27.5   20.3   4.6

42 (2030) 18,100 7.5   2.9   1.0   6.4   1.1   32.8   21.9   4.9

52 (2040) 18,100 9.3   3.2   1.3   8.5   0.8   42.1   23.1   4.9

62 (2050) 18,100 10.7   3.4   1.5   10.1   0.6   48.4   21.7   4.7

72 (2060) 18,100 12.0   3.8   1.7   11.3   0.7   54.2   20.0   4.7

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

国 民 年 金 の 財 政 見 通 し

－保険料固定方式（将来見通し平均化法（名目年金額下限型））－

基準ケース

　　　年金改定率（スライド率）の調整により時間をかけて
　　　緩やかに給付水準調整を行った場合の国民年金の財政見通し

スライド調整
調 整 期 間 （ 終 了 年 度 ） 2023年度     

給 付 水 準 調 整 割 合 10％　      

【 】
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立
年度 保険料月額 積立金

（11年度価格） 保険料収入 運用収入 差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成(西暦) 円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14,200 3.8   2.0   0.2   4.0   -0.2   11.4   11.5   2.9

18 (2006) 15,000 4.0   2.1   0.2   4.1   -0.2   11.3   11.3   2.8

19 (2007) 15,800 4.1   2.2   0.2   4.2   -0.1   11.1   11.2   2.7

20 (2008) 16,600 4.3   2.2   0.4   4.3   0.0   11.2   11.2   2.6

21 (2009) 17,400 4.4   2.3   0.4   4.3   0.0   11.2   10.9   2.6

22 (2010) 18,200 4.5   2.4   0.4   4.4   0.1   11.3   10.9   2.5

27 (2015) 22,200 5.5   3.0   0.4   5.1   0.4   12.6   11.1   2.4

32 (2020) 23,100 6.0   3.3   0.5   5.6   0.4   14.5   11.7   2.5

37 (2025) 23,100 6.5   3.5   0.5   6.0   0.5   16.6   12.2   2.7

42 (2030) 23,100 6.9   3.7   0.6   6.4   0.5   18.9   12.6   2.9

52 (2040) 23,100 7.9   4.0   0.7   7.6   0.3   22.5   12.3   2.9

62 (2050) 23,100 8.7   4.3   0.8   8.5   0.2   24.3   10.9   2.8

72 (2060) 23,100 9.5   4.8   0.8   9.4   0.2   25.1   9.3   2.7

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

国 民 年 金 の 財 政 見 通 し

－保険料固定方式（将来見通し平均化法（名目年金額下限型））－

　　　年金改定率（スライド率）の調整により時間をかけて
　　　緩やかに給付水準調整を行った場合の国民年金の財政見通し

スライド調整
調 整 期 間 （ 終 了 年 度 ） 2042年度     

給 付 水 準 調 整 割 合 21％　      

　（参考）　基礎年金国庫負担割合の１／２への引上げを行わなかった場合

【 】
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立
年度 保険料月額 積立金

（11年度価格） 保険料収入 運用収入 差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成(西暦) 円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14,000 4.4   2.0   0.2   4.0   0.4   12.2   12.2   2.9

18 (2006) 14,600 4.5   2.0   0.2   4.1   0.4   12.6   12.6   3.0

19 (2007) 15,200 4.6   2.1   0.2   4.2   0.4   12.9   13.0   3.0

20 (2008) 15,800 4.9   2.1   0.4   4.3   0.6   13.5   13.6   3.0

21 (2009) 16,400 5.0   2.1   0.4   4.4   0.6   14.1   13.7   3.1

22 (2010) 17,000 5.1   2.2   0.5   4.4   0.7   14.8   14.3   3.2

27 (2015) 18,000 5.9   2.4   0.6   5.2   0.7   18.3   16.1   3.4

32 (2020) 18,000 6.4   2.5   0.7   5.7   0.7   21.4   17.2   3.6

37 (2025) 18,000 7.0   2.7   0.8   6.2   0.7   24.7   18.2   3.8

42 (2030) 18,000 7.6   2.9   0.9   6.9   0.8   28.2   18.8   4.0

52 (2040) 18,000 9.0   3.1   1.1   8.5   0.5   34.0   18.6   3.9

62 (2050) 18,000 10.2   3.4   1.2   9.9   0.3   37.5   16.8   3.8

72 (2060) 18,000 11.3   3.8   1.3   10.8   0.5   40.9   15.1   3.7

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

国 民 年 金 の 財 政 見 通 し

－保険料固定方式（実績準拠法（物価下限型））－

基準ケース

　　　年金改定率（スライド率）の調整により時間をかけて
　　　緩やかに給付水準調整を行った場合の国民年金の財政見通し

スライド調整
調 整 期 間 （ 終 了 年 度 ） 2036年度     

給 付 水 準 調 整 割 合 15％　      

【 】
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収入合計 支出合計 収支 年度末 年度末 積立
年度 保険料月額 積立金

（11年度価格） 保険料収入 運用収入 差引残 積立金 （11年度価格） 度合

平成(西暦) 円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円

17 (2005) 14,000 4.4   2.0   0.2   4.0   0.4   12.2   12.2   2.9

18 (2006) 14,600 4.5   2.0   0.2   4.1   0.4   12.6   12.6   3.0

19 (2007) 15,200 4.6   2.1   0.2   4.2   0.4   12.9   13.0   3.0

20 (2008) 15,800 4.9   2.1   0.4   4.3   0.6   13.5   13.6   3.0

21 (2009) 16,400 5.0   2.1   0.4   4.3   0.6   14.1   13.7   3.1

22 (2010) 17,000 5.1   2.2   0.5   4.4   0.7   14.8   14.3   3.2

27 (2015) 18,100 5.8   2.4   0.6   5.1   0.7   18.4   16.2   3.4

32 (2020) 18,100 6.3   2.5   0.7   5.6   0.7   21.7   17.5   3.7

37 (2025) 18,100 6.9   2.7   0.8   6.0   0.8   25.5   18.8   4.1

42 (2030) 18,100 7.5   2.9   0.9   6.6   0.9   29.7   19.8   4.4

52 (2040) 18,100 9.1   3.1   1.2   8.4   0.7   37.5   20.5   4.4

62 (2050) 18,100 10.4   3.4   1.4   9.9   0.5   42.6   19.1   4.2

72 (2060) 18,100 11.6   3.8   1.5   11.0   0.6   47.4   17.5   4.2

（注１）賃金上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.5％）
　　　　物価上昇率 1.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.0％）
　　　　運用利回り 3.25 % （ただし、平成19(2007)年度までは1.75％）
可処分所得上昇率 2.0 % （ただし、平成19(2007)年度までは0.3％、平成20(2008)年度から

 平成36(2024)年度財政再計算期までは1.8％）

 （注２）「積立度合」とは、前年度末積立金の当年度の支出合計に対する倍率である。

国 民 年 金 の 財 政 見 通 し

－保険料固定方式（将来見通し平均化法（物価下限型））－

基準ケース

　　　年金改定率（スライド率）の調整により時間をかけて
　　　緩やかに給付水準調整を行った場合の国民年金の財政見通し

スライド調整
調 整 期 間 （ 終 了 年 度 ） 2027年度     

給 付 水 準 調 整 割 合 13％　      

【 】
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